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2024年３月８日

（電子提供措置の開始日 2024年３月６日）

株 主 各 位

札幌市北区北８条西３丁目32番
JIG-SAW株式会社

代表取締役社長 山川真考

第23期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

さて、当社第23期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあ

げます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措

置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイト

に電子提供措置事項を掲載しておりますので、以下の当社ウェブサイトにアクセスの

うえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

当社ウェブサイト https://www.jig-saw.com/ir/ir-meeting/

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブ

サイトにも掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サー

ビス）にアクセスして、銘柄名（会社名）又は証券コードを入力・検索し、「基本情

報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげ

ます。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、

お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対

する賛否をご表示いただき、2024年３月27日（水曜日）午後６時30分までに到着する

ようご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記

１．日 時 2024年３月28日（木曜日）午後１時
２．場 所 札幌市中央区北５条西２丁目５番地

ＪＲタワーホテル日航札幌 36階スカイバンケットルーム「たいよう」

３．会議の目的事項
＜報告事項＞
第 １ 号 第23期（2023年１月１日から2023年12月31日まで）事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書
類監査結果報告の件

第 ２ 号 第23期（2023年１月１日から2023年12月31日まで）計算書類報
告の件

＜決議事項＞
第１号議案 監査等委員でない取締役３名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第３号議案 会計監査人選任の件
第４号議案 取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く）に対

する業績条件付株式報酬制度の導入及び同制度導入に係る報酬
決定の件

４．招集にあたっての決定事項
・代理人による議決権の行使は、当社の議決権を有する他の株主の方１名に委任する
場合に限られます。その場合、代理出席される株主様の議決権行使書用紙ととも
に、代理権を証明する書面（委任状及び代理人により議決権を行使される株主様の
議決権行使書用紙）を会場受付にご提出ください。

・議決権行使書において、議案について賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示が
あったものとして取り扱わせていただきます。

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
(お願い)
１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう

お願い申しあげます。
２．電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウ

ェブサイトにその旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。
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事 業 報 告

第23期(自 2023年１月１日
至 2023年12月31日)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

全般的概況

当連結会計年度における当社グループを取り巻く事業環境は、サイバー空間とフ

ィジカル空間の一体化（CPS: Cyber Physical Systems）が進展し、フィジカル空間

における物理的なやり取りがサイバー空間においてデジタルデータの形で再現され、

AI等の活用により、フィジカル空間の随時の状況把握や、その情報を基に次の行動

の判断を行うことが可能になると見込まれており、CPSを社会経済活動に最大限活用

するデータ主導型のSociety5.0の実現へと向かっております（出典：総務省「令和

５年版 情報通信白書」）。

このような環境の中で、当社グループは、独自に保有する基盤コア技術をベース

に、システムマネージ、クラウドマネージ、IoT、IIoT分野に加え、あらゆる物質や

細胞にまでリーチするIoE（Everything）、そして人間の能力を拡張させるIoA

（Abilities）分野における研究開発・ビジネスデザイン及び各種取り組みを、国内

だけではなく、グローバルにおいても着実に進めております。

当社のクラウド・IoT分野全体を包括するデータコントロール事業の売上は、安定

した完全ストック型ビジネス（サブスクリプションモデル及びリカーリングモデル）

の継続課金売上と一時的なスポット売上で構成されております。当連結会計年度に

おいても、引き続き月額課金案件の受注獲得を推し進め、前連結会計年度と比較し

て月額課金売上は195,749千円純増しました。これにより、上場以来36四半期連続で

過去最高の月額課金売上のプラス成長となり、ウクライナや中東などにおける国際

情勢緊迫化に加え、国内外におけるインフレや各国での政策金利引き上げ及び大幅

な為替変動などの影響を受けることなく、極めて堅調に推移しております。なお、

先行投資は過去最高を超える金額を継続して実施しており、政府主導の観光支援関

係の大型案件が終了したものの、当連結会計年度における営業利益の前連結会計年

度増減率は＋7.8％、経常利益の前連結会計年度増減率は＋10.1％と堅調な増加とな

りました。

昨今、IoT市場では、製造機器のサブスクリプションといえるEaaS（Equipment as

a service）が注目を集めており、大量生産・大量出荷型モデルからの転換が起こり
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始めています。当社は、来るべきデジタルユニバース時代の中心の１社に位置する

ことを目指し、IoTエンジン「NEQTO」関連技術をベースに、ライセンス及びOEMの提

供と普及を進めており、MLB（米国メジャーリーグベースボール）チームであるサン

ディエゴ・パドレスの本拠地であるスタジアム：ペトコ・パーク（PETCO Park）へ

の当社技術の正式導入等、多様な取り組みを実施しています。加えて、当社サービ

スの迅速な市場投入への機会を得るべく、IoTの世界標準化規格を管理運営する米国

のConnectivity Standard Allianceに加盟し、最新のIoTコネクティビリティソリュ

ーションの提供とスマート化された効率的な製品・サービスの提供が可能となりま

した。また、金融業界におけるデータコントロールサービス（監視・運用・制御）

の需要の高まりを背景に、まずは金融業界を中心として、業界のレガシーシステム

からの置き換えを実現し、データコントロールサービスをグローバルに展開すべく、

SBIグループ（SBIセキュリティ・ソリューションズ株式会社）と合弁会社の設立に

ついて最終契約締結に至りました。さらに、東日本電信電話株式会社と業務提携し、

スマートホームの世界標準規格「Matter」に対応したスマートホーム向けのゲート

ウェイ及びソフトウエアサービスの領域について共同サービス提供に向けた開発を

開始することとなり、これにより両社による商用提供を目指しております。一方、

クラウド市場や企業ニーズの拡大に対応すべく、AWSマネージドサービスプロバイダ

ープログラム認定を取得し、各種クラウドを包括管理する「JIG-SAW PRIME」では、

取引総額が1,088,776千円（前連結会計年度比60.9％増）拡大しました。また、今後

の高い事業成長を実現すべく、将来に向けた先行投資額は過去最高を更新し、前連

結会計年度と比較し約158,000千円増加となりました。

この結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高3,240,539千円（前連結会計年度

比6.2％増）、営業利益625,373千円（前連結会計年度比7.8％増）、経常利益645,710

千円（前連結会計年度比10.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益459,626千円

（前連結会計年度比12.6％増）となり、2018年12月期以来、売上高・営業利益・経常

利益・親会社株主に帰属する当期純利益の４項目全てが過去最高を更新いたしまし

た。

なお、当社グループはデータコントロール事業の単一セグメントであるため、セ

グメント情報の記載を省略しております。

(2) 設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資の総額は116,266千円であり、その主な内容
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は、敷金保証金の差入であります。

(3) 資金調達の状況

該当事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

(6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。

(8) 対処すべき課題

当社グループは、IoT市場において中長期的な成長による企業価値の最大化を図

るため、以下の点に力を入れてまいります。

① グローバルなビジネス展開と中長期的な成長に向けた先行投資

当社データコントロール事業は日本国内のみならず、欧米・アジア等のグロー

バル市場をターゲットにしております。現在、北米地域（米国及びカナダ）にお

いて２つの現地法人を有しており、グローバル企業との提携やIoTの世界標準化

規格を管理運営するConnectivity Standard Alliance（米国）への加盟も背景

に、グローバルなビジネス展開を一層加速させてまいります。当社のデータコン

トロール事業は、グローバルIoT市場においても企業価値の最大化を図るべく、

中長期的な成長に向けた先行投資も継続してまいります。

② 内部管理体制の強化

当社グループは事業の拡大やビジネス成長の段階にあり、業務運営の効率化や

システムへの投資、リスク管理体制やコンプライアンス遵守体制などの内部管理

体制の強化が重要な課題であると考えております。今後も引き続き、事業上のリ

スクを適切に把握・分析したうえで、適正かつ強固な内部管理体制の構築に取り

組んでまいります。
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(9) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第20期

2020年12月期
第21期

2021年12月期
第22期

2022年12月期
第23期

2023年12月期
(当連結会計年度)

売 上 高 (千円) 2,192,768 2,689,793 3,051,893 3,240,539

経 常 利 益 (千円) 454,152 488,230 586,549 645,710

親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) 326,732 336,335 408,115 459,626

１株当たり当期純利益 （円） 49.70 50.90 61.57 69.36

総 資 産 (千円) 2,175,930 2,640,558 3,118,760 3,492,837

純 資 産 (千円) 1,583,075 1,967,528 2,269,145 2,589,986

１株当たり純資産額 （円） 240.06 295.42 335.71 381.20

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式数を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当
たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を2022年12月期
の期首から適用しており、2021年12月期の売上高については、当該会計基準等を遡って適
用した後の数値となっております。

② 当社の財産及び損益の状況

区 分
第20期

2020年12月期
第21期

2021年12月期
第22期

2022年12月期
第23期

2023年12月期
(当事業年度)

売 上 高 (千円) 2,192,768 2,689,784 3,051,891 3,227,874

経 常 利 益 (千円) 423,912 465,181 560,453 614,299

当 期 純 利 益 (千円) 302,275 317,146 386,409 434,002

１株当たり当期純利益 （円） 45.98 47.99 58.29 65.49

総 資 産 (千円) 2,154,043 2,560,776 2,979,260 3,335,684

純 資 産 (千円) 1,553,608 1,895,602 2,145,703 2,418,341

１株当たり純資産額 (円) 235.60 284.56 317.08 355.21

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式数を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当
たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を2022年12月期
の期首から適用しており、2021年12月期の売上高については、当該会計基準等を遡って適
用した後の数値となっております。

(10) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。
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② 重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

Mobicomm株式会社 37,500千円 100%
半導体、IoTデバイスへのアル
ゴリズム組込み、通信制御、
通信モジュールの開発拠点

JIG-SAW US, INC. 1,000千米ドル 100%
全産業向けグローバルIoTサー
ビスの提供

JIG-SAW CA, INC. 1,000千カナダドル 100% システムマネジメント

(11) 主要な事業内容（2023年12月31日現在）

事業セグメント 主 要 サ ー ビ ス

データコントロール事業

・システムマネジメントサービス（各種クラウド、サーバ、
各種機器向け）

・IoT-OEMライセンス
・IoTデータコントロールサービス

(12) 主要な事業拠点（2023年12月31日現在）

① 当社

本社 東京都千代田区

丸の内オフィス 東京都千代田区

本店 北海道札幌市

② 子会社

Mobicomm株式会社 東京都千代田区

JIG-SAW US, INC. 米国 カリフォルニア州

JIG-SAW CA, INC. カナダ オンタリオ州
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(13) 従業員の状況（2023年12月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

175名 15名増

（注）従業員数は就業人数であり、臨時雇用者数を含みません。

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

164名 ８名増 32.6歳 4.4年

（注）従業員数は就業人数であり、臨時雇用者数を含みません。

(14) 主要な借入先（2023年12月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高（千円）

株式会社みずほ銀行 45,000

(15) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2023年12月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 25,000,000株

(2) 発行済株式の総数 6,604,987株

（自己株式146,013株を除く）

(3) 当事業年度末株主数 6,401名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持株数 持株比率

UNION BANCAIRE PRIVEE 1,098,000株 16.62%

山川 真考 925,000株 14.00%

DEUTSCHE BANK AG, SINGAPORE A/C
CLIENTS (TREATY)

451,000株 6.83%

斉藤 誠 350,000株 5.30%

DAIWA CM SINGAPORE LTD (TRUST A/C) 225,100株 3.41%

水谷 量材 132,500株 2.01%

PBG CLIENTS SG 130,400株 1.97%

田中 龍平 110,000株 1.67%

斉藤 享子 96,000株 1.45%

上田八木短資株式会社 79,400株 1.20%

（注）当社は、自己株式146,013株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、
持株比率は、自己株式を控除し、小数点以下第三位を四捨五入して算出しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

当社は、2023年11月14日開催の取締役会決議に基づき、2023年11月27日から12

月11日にかけて、43,200株の自己株式を取得しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当社役員が有する新株予約権の状況（2023年12月31日現在）

決 議 年 月 日
2014年３月28日定時株主総会決議及び

2014年４月23日取締役会決議

発 行 日 2014年４月24日

新 株 予 約 権 の 発 行 価 額 無償

役 員 の 保 有 状 況 32個（３名）

うち取締役（監査等委員及び社外取締役を除く） 32個（３名）

うち社外取締役（監査等委員を除く） ―

う ち 取 締 役 （監 査 等 委 員） ―

新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式32,000株(新株予約権１個当たり1,000株)

新株予約権の行使時の払込金額 250円

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間
自 2016年４月25日
至 2024年３月28日

新 株 予 約 権 の 行 使 の 条 件

①新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社の子会
社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれ
かの地位を有することを要する。ただし、当該新株予約権者
の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由があると取締
役会が認めた場合は、この限りでない。

②新株予約権者が死亡した場合、当該新株予約権者の相続人に
よる権利行使は認めないものとし、当該新株予約権は会社法
第287条の規定に基づき消滅するものとする。

③新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使すること
ができる。ただし、各新株予約権の１個未満の行使はできな
いものとする。

④新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取
締役、監査役又は従業員のいずれの地位も有しなくなった場
合、当社は、取締役会において当該新株予約権者による権利
行使を認めることがない旨の決議をすることができる。この
場合、当該新株予約権は会社法第287条の規定に基づき消滅す
るものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要
する。

（注）2014年５月20日付で普通株式１株につき100株の割合で、2015年２月13日付で普通株式１株に
つき５株の割合で、2016年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行ってお
ります。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数が増加し、かつ行使価額を変更してお
ります。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状

況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役の氏名等（2023年12月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 山 川 真 考

取 締 役 鈴 木 博 道 コーポレート担当

取 締 役 志 賀 太 生 データコントロール・研究開発担当

取締役(監査等委員) 茂 呂 眞
協立情報通信㈱ 社外監査役
一般社団法人Cirkit-J 代表理事・理事長

取締役(監査等委員) 山 本 明 彦
山本コンサルティングオフィス 代表
サツドラホールディングス㈱ 社外取締役
監査等委員

取締役(監査等委員) 美 澤 臣 一

コ・クリエーションパートナーズ㈱
代表取締役
㈱フロンティアインターナショナル 社外
監査役
㈱ワンキャリア 社外取締役 監査等委員
Kudan㈱ 社外取締役 監査等委員

（注）１．取締役茂呂眞氏、山本明彦氏及び美澤臣一氏の３名は、社外取締役であります。
２．監査等委員茂呂眞氏は、過去に上場会社における戦略的投資や事業開発等の経験を有して

おり、財務及び会計に関する高い知見を有しております。
３．監査等委員山本明彦氏は、金融等様々な業界での職務経験並びに他社における経営経験、

情報セキュリティ等に関する豊富な知識・経験を有しております。
４．監査等委員美澤臣一氏は、過去に上場会社のCFO経験を有しており、財務及び会計の知見

及び企業経営に関する豊富な経験を有しております。
５．日常的な情報収集、社内の重要会議への出席、内部監査部門との連携を密にすることで、

監査・監督機能をより強化するため茂呂眞氏を常勤の監査等委員に選定しております。
６．当社は、取締役（監査等委員）茂呂眞氏、山本明彦氏及び美澤臣一氏を東京証券取引所の

定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
７．当社と協立情報通信㈱、一般社団法人Cirkit-Jとの間には特別の関係はありません。
８．当社と山本コンサルティングオフィス、サツドラホールディングス㈱との間には特別の関

係はありません。
９．当社とコ・クリエーションパートナーズ㈱、㈱フロンティアインターナショナル、㈱ワン

キャリア、Kudan㈱との間には特別の関係はありません。

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、取締役（業務執行取締役又は支配人その他の使用人であるものを除く）

との間で、会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失がない時

は、法令で定める額を限度として責任を負担する契約を締結することができる旨

定款に定めております。

なお、現在責任限定契約を締結している取締役はおりません。
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(3) 補償契約の内容の概要

該当事項はありません。

(4) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役員の地位

に基づき行った行為（不作為を含む）に起因して、株主や第三者などから損害賠

償請求がなされた場合、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が補填されるこ

とになります。被保険者である当該役員の職務の執行の適正性が損なわれないよ

うにするために、補填する金額について限度額を設定し、被保険者による故意の

法令違反行為などに起因する損害等は、補填の対象外としております。

保険料は全額当社負担とし、被保険者の範囲は当社取締役、執行役員及び子会

社の取締役であります。

(5) 当事業年度に係る取締役の報酬等

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法と概要

当社は、2021年１月22日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等

（以下「報酬等」といいます）の内容に係る決定に関する方針（以下「決定方針」

といいます）を決議しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針は、以下のとおりです。

a. 基本方針の概要

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして

十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決

定に際しては、各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としておりま

す。具体的には、業務執行を担う監査等委員以外の取締役の報酬は、固定報酬と

しての基本報酬及び株式報酬により構成し、監督機能を担う監査等委員である取

締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととしております。

b. 基本報酬に関する方針

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）の基本報酬は固定報酬とし、

株主総会で決議された総額の限度内において、当社の業績を勘案したうえで各取

締役の職務・職責・成果などの評価に基づき、取締役会において決定することと

しております。

また、当社の監査等委員である取締役の基本報酬は、経営に対する独立性、客

観性を重視する観点から、固定報酬とし、株主総会で決議された総額の限度内に

おいて、監査等委員である取締役の協議により決定することとしております。
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なお、2016年３月29日開催の第15期定時株主総会決議に基づき、取締役（監査

等委員を除く）の報酬等の額は年額120百万円以内（うち社外取締役20百万円以

内）、取締役（監査等委員）の報酬等の額は年額30百万円以内となっております

（使用人兼務取締役の使用人分給与は含みません）。

当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は３名（うち、社

外取締役は０名）、取締役（監査等委員）の員数は３名（うち、社外取締役は３

名）です。

c. 業績連動報酬等並びに非金銭報酬等に関する方針

現在、業績連動報酬等は支給していませんが、適宜、環境の変化に応じて取締

役会において見直しを行うこととしております。

非金銭報酬等につき、当社は、取締役（社外取締役及び監査等委員である取締

役を除く）に対し、中長期的な経常利益等の業績目標を明確にし、業績目標の達

成による中長期的な企業価値向上に向けたインセンティブを与えるとともに、株

価上昇への貢献意欲を一層高めることを目的として、業績目標の達成を条件とす

る、当社保有の自己株式の活用を前提とした業績条件付株式報酬制度（パフォー

マンス・シェア・ユニット）を導入しております。

なお、2019年３月26日開催の第18期定時株主総会において、取締役（社外取締

役及び監査等委員を除く）について、上記基本報酬とは別枠で、業績条件付株式

報酬として、年額30百万円以内と決議しております。

当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は３名（うち、社

外取締役は０名）、取締役（監査等委員）の員数は３名（うち、社外取締役は３

名）です。

d. 報酬等の割合の決定に関する方針

取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く）の種類別の報酬割合

については、当社と同程度の事業規模や関連業種・業態に属する企業をベンチマ

ークとする報酬水準を踏まえ、取締役会において決定することとしております。

② 当該事業年度に係る報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判

断した理由

報酬等の内容の決定にあたっては、過年度の報酬等とも比較して当社の業績や

個人の職務・職責・成果などの評価を踏まえており、また、透明性・客観性の観

点から独立社外取締役のみで構成される監査等委員会においても、決定方針との

整合性を含み慎重に審議を行っているため、取締役会として、上記①の決定方針

に沿うものであると判断しております。
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③ 報酬等の決定に係る委任に関する事項

報酬等は、株主総会で決議された報酬等の総額の範囲内で、取締役会において

決定することとしております。

④ 取締役の報酬等の総額等

（金額は、千円未満を切り捨てて表示しております）

役員区分
報酬等の
総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)固定報酬
業績連動
報酬等

非金銭報酬
等

監査等委員でない取締役(社外取締役を除く) 76,800 76,800 ― ― ３

監査等委員(社外取締役
を除く)

― ― ― ― ―

監査等委員でない社外
取締役

― ― ― ― ―

監査等委員である社外
取締役

30,000 30,000 ― ― ３

（注）取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

(6) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職の状況等

重要な兼職の状況等につきましては、(1)取締役の氏名等に記載のとおりであ

ります。

② 当事業年度における主な活動状況

氏 名 地 位 主 な 活 動 状 況

茂呂 眞
社外取締役
(監査等委員)

戦略的投資や事業開発等の経験及び財務会計に関す
る高い識見に基づき、当事業年度に開催された取締
役会13回全てに出席し、また、監査等委員会12回全
てに出席し、議長として監査等委員会を運営して議
案審議等に必要な発言を積極的に行っている他、当
社の業務監査及び計算書類等の開示書類の監査を行
い、公正な意思決定と事業の健全性確保に貢献して
おります。
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氏 名 地 位 主 な 活 動 状 況

山本 明彦
社外取締役
(監査等委員)

金融・財務会計の豊富な経験及び情報セキュリティ、
コーポレートガバナンスに関する高い識見に基づき、
当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、
また、監査等委員会12回全てに出席し、議案審議等
に必要な発言を積極的に行っている他、当社情報シ
ステム、ガバナンスに関する監査を行い、公正な意
思決定と事業の健全性確保に適切な役割を果たして
おります。

美澤 臣一
社外取締役
(監査等委員)

証券・財務の豊富な経験及び企業経営に関する高い
識見に基づき、当事業年度に開催された取締役会13
回全てに出席し、また、監査等委員会12回全てに出
席し、議案審議等に必要な発言を積極的に行ってい
る他、財務戦略に関する監査を行い、意思決定の妥
当性・適正性の確保に貢献しております。

５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 30,000千円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 30,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報

酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の遂行に支障がある場合、その他必要があ

ると判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関す

る議案の内容を決定いたします。また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第

340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、全員一致の決議に

より、会計監査人を解任いたします。

― 15 ―

2024年02月29日 13時16分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

当社では、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のような業務の適正を確保

するための体制整備の基本方針として、内部統制システム整備の基本方針を定めて

おります。

(1) 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合すること

を確保するための体制

当社内部監査規程等に基づき、取締役及び使用人の職務執行のモニタリング

（内部監査）を管理部門の担当部署が行い、その結果をもとに、必要に応じて社内

教育、研修を実施するものとする。また、当該担当部署は、監査等委員会と連携

し、取締役及び使用人の職務の執行に関する状況把握、監視、対応を定期的に行

い、取締役会に報告するものとする。

内部監査は、代表取締役社長の承認を受け管理担当取締役から指名された担当

部署の「監査担当者」により計画的に実施するものとしている。

従業員に法令・定款の遵守を徹底するため、取締役会において、「企業行動規

範」、「コンプライアンス規程」及び「リスク管理規程」を制定・施行するととも

に、従業員が法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制としての内

部通報制度を構築している。

併せて、法令等違反行為、不正行為に対する監視体制として、取締役及び使用

人が直接相談及び通報を行うことのできる社内外窓口を設置し、不正行為の早期

発見・予防等、コンプライアンス経営の強化を図っている。

さらに、職場におけるハラスメントを防止することを目的として、「セクシャル

ハラスメント・パワーハラスメントに関する規程」を策定し、定期的に研修を実

施している。

なお、子会社については、コンプライアンス関連の諸規程を策定し、内部通報

制度を設けて法令違反行為等による損害の発生・拡大の予防に努めている。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の業務執行に係る情報の保存及び管理につき、取締役会により、全社的

に統括する責任者が取締役の中から任命され、職務執行に係る情報を文書又は電

磁的情報により電磁的に記録し、保存する。また、これらの保存期間、保存場所

等については「文書管理規程」に従い適切に管理を行う。

なお、取締役は、これらの文書等を常時閲覧できるものとする。

(3) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社及び子会社の損失の危険の管理につき、組織横断的なリスクの状況把握、

監視を適宜行い、各業務に付随するリスクの状況把握、監視を各部門が行う。
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なお、管理担当部署は、監査等委員会と連携し、具体的なリスクを想定、分類

し、有事の際の迅速かつ適切な情報伝達と緊急体制を整備するものとし、定期的

に取締役会に対してリスク管理に関する事項を報告するものとする。

リスクに関する措置、対応等については、「リスク管理規程」、「関係会社管理規

程」に定め、適切な対応を実施する体制の確保を図る。

(4) 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制

取締役の職務執行の効率性につき、取締役、社員が共有する全社的な目標を定

め、この浸透を図るとともに、この目標達成に向けて各部門が実施すべき具体的

な数値目標を担当取締役が定め、定期的に管理会計手法を用いて目標の達成状況

をレビューし、結果をフィードバックすることにより、業務の効率性を確保する

システムを採用するものとする。また、取締役会において、「関係会社管理規程」

に基づき、子会社の経営上重要な協議事項の審議及び決議を行うとともに、子会

社の取締役に対する指導、助言を行う。

(5) 当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保

するための体制

当社は、子会社における情報の共有化、指示の伝達等が効率的に行われる体制

を構築するとともに、状況に応じて適切な管理を行う。また、当社は、「関係会社

管理規程」に基づき、子会社に対して業務執行状況・財務状況等を定期的に報告

させ、重要な意思決定及び事業活動に重要な影響を及ぼす事項について適時適切

な報告をさせる体制を整備するものとする。

さらに、監査等委員である取締役は、子会社の監査を実施し、監査結果を取締

役会及び担当部門並びに監査等委員会に報告する。また、当社グループのリスク

管理状況やコンプライアンス活動状況の評価を行い、必要に応じ助言、改善提案

等を行う。

(6) 当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の

取締役（監査等委員であるものを除く。）からの独立性並びに当該使用人に対す

る指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会は、その職務の遂行に必要な場合、管理部門の担当部署所属の使

用人の中から補佐する者を求めることができる。また、当該使用人の異動、評価

等は監査等委員会の意見を尊重して行うものとし、取締役（監査等委員であるも

のを除く）からの独立性を確保するものとする。

さらに、監査等委員会において選定された監査等委員は、当該使用人に対し、

職務に必要な事項を指示することができる。なお、当該使用人は、指示された職

務について取締役（監査等委員であるものを除く）の指揮命令を受けないものと
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する。

(7) 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制、そ

の他の監査等委員会への報告に関する事項

取締役及び管理担当部署は、当社及び子会社のコンプライアンスに係る以下の

重要事項を定期的に監査等委員会に報告する。

① 重要な機関決定事項

② 経営状況のうち重要な事項

③ 会社に著しい損害をおよぼすおそれのある事項

④ 内部監査状況及びリスク管理に関する重要事項

⑤ 重大な法令・定款違反

⑥ 取締役及び使用人からの報告事項のうち、コンプライアンスに係る重要事項

⑦ その他、コンプライアンス上の重要事項

なお、子会社については、「関係会社管理規程」及びコンプライアンス関連の諸

規程に基づき、コンプライアンス上の問題を発見した場合に、内部通報窓口に通

報・相談を行うことができるものとする。同窓口は、その内容を速やかに監査等

委員会に報告するものとする。

(8) 当社の監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な

取り扱いを受けないことを確保するための体制

社内文書である「内部通報・相談窓口について」において、通報窓口は、通

報・相談の受付、事実確認及び調査等で知り得た秘密事項を漏らすことを禁止し

ており、漏らした場合には当社社内規程に従い処分を課す。また、いかなる場合

においても、通報窓口への通報・相談者に対して、不利益な取り扱いを禁止する。

子会社についても、従業員ハンドブック等において上記と同趣旨の定めを置いて

いる。

(9) 当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項

当社は、監査等委員が、その職務の執行につき、当社に対して会社法第399条の

２第４項に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、必要でないと認められた

場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

(10) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員会は、業務執行取締役及び重要な使用人に対してヒアリングを実施

することができるとともに、代表取締役社長、会計監査人、法律顧問と意見交換
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などを実施できるものとする。

(11) 財務報告に係る業務の適正を確保するための体制

会社法及び金融商品取引法に対応するため、管理部門の担当部署によって当社

及び当社グループ各社の財務報告に係る内部統制の評価システムを整備し、監査

人による監査に備えるものとする。

当事業年度における、当社の業務の適正性を確保するための体制の運用状況の概

要は、以下のとおりであります。

財務報告の有効性に関する評価、各部署における業務の統制の状況並びに法令遵

守の状況においては、常勤監査等委員と監査担当者が連携して計画的に実施する内

部監査により検証しており、各々の検証結果については内部監査報告書として代表

取締役及び常勤監査等委員に対し、報告を行っております。また、常勤監査等委員

は、経営に重大な影響を及ぼすリスクについて適切に対応しているか、業務執行を

行う取締役に適時確認しており、その検証結果について、監査等委員会において情

報共有するとともに、代表取締役に報告し、必要に応じて勧告等をする体制となっ

ております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2023年12月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 2,612,524 流 動 負 債 901,309

現 金 及 び 預 金 1,480,335 買 掛 金 543,381

売 掛 金 1,012,868 1年内返済予定の長期借入金 45,000

そ の 他 126,141 未 払 法 人 税 等 114,650

貸 倒 引 当 金 △6,820 そ の 他 198,276

固 定 資 産 880,313 固 定 負 債 1,542

有 形 固 定 資 産 212,570 そ の 他 1,542

建 物 148,917 負 債 合 計 902,851

工具、器具及び備品 63,652 （純資産の部）

無 形 固 定 資 産 36,624 株 主 資 本 2,430,542

投 資 そ の 他 の 資 産 631,118 資 本 金 351,107

投 資 有 価 証 券 139,206 資 本 剰 余 金 310,580

敷 金 及 び 保 証 金 333,594 利 益 剰 余 金 2,435,249

繰 延 税 金 資 産 119,964 自 己 株 式 △666,395

そ の 他 54,944 その他の包括利益累計額 87,268

貸 倒 引 当 金 △16,592 その他有価証券評価差額金 21,677

為 替 換 算 調 整 勘 定 65,591

新 株 予 約 権 72,174

純 資 産 合 計 2,589,986

資 産 合 計 3,492,837 負債・純資産合計 3,492,837

※ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自 2023年１月１日
至 2023年12月31日)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 3,240,539

売 上 原 価 987,459

売 上 総 利 益 2,253,080

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,627,706

営 業 利 益 625,373

営 業 外 収 益

受 取 利 息 109

受 取 配 当 金 6,030

受 取 手 数 料 19,692

そ の 他 374 26,207

営 業 外 費 用

支 払 利 息 132

自 己 株 式 取 得 費 用 891

為 替 差 損 4,781

そ の 他 65 5,871

経 常 利 益 645,710

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 645,710

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 193,988

法 人 税 等 調 整 額 △7,904 186,083

当 期 純 利 益 459,626

親会社株主に帰属する当期純利益 459,626

※ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(自 2023年１月１日
至 2023年12月31日)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 351,107 310,580 2,070,343 △566,158 2,165,873

当期変動額

親会社株主に帰属する
当期純利益

459,626 459,626

自己株式の取得 △200,457 △200,457

自己株式の処分 △94,719 100,219 5,500

自己株式処分差損の振
替

94,719 △94,719 ―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

当期変動額合計 ― ― 364,906 △100,237 264,668

当期末残高 351,107 310,580 2,435,249 △666,395 2,430,542

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 15,647 43,012 58,659 44,611 2,269,145

当期変動額

親会社株主に帰属する
当期純利益

459,626

自己株式の取得 △200,457

自己株式の処分 5,500

自己株式処分差損の振
替

―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

6,029 22,579 28,609 27,563 56,172

当期変動額合計 6,029 22,579 28,609 27,563 320,841

当期末残高 21,677 65,591 87,268 72,174 2,589,986

※ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

※記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ３社

連結子会社の名称 Mobicomm株式会社

JIG-SAW US, INC.

JIG-SAW CA, INC.

２．会計方針に関する事項

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

（２）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、建物（建物附属設備を除く）、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに

在外連結子会社については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物：５～18年

工具、器具及び備品：２～15年

② 無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能見込期間（５年以内）による定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（４）重要な収益及び費用の計上基準

当社グループの主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する時点は以下のと

おりであります。

（システムマネジメントサービス及びライセンス提供などにおける月額課金サービス）

システムマネジメントサービス、ライセンス提供などにおける月額賦課金サービス（サブス

クリプション・リカーリングモデル）については、顧客との契約に基づき契約期間にわたり役

務提供義務を負っており、これらに関する業務を履行義務と識別しております。契約期間中、

常に財又はサービスが利用可能であり、当該履行義務が時の経過にわたり充足されるため、契

約期間に応じて均等按分し、収益を認識しております。
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収益を認識する金額は、顧客との契約において約束した財又はサービスと交換に権利を得る

と見込んでいる対価を反映した金額としています。取引の対価は、主に受注時から履行義務を

充足するまでの期間における前受金の受領又は履行義務の充足時点から概ね２か月以内に受領

しており、重要な金融要素は含んでおりません。また、重要な変動対価はありません。

一部の取引について、顧客との約束が財又はサービスを他の当事者によって提供されるよう

に手配する履行義務である場合には、代理人取引として、顧客から受け取る対価の総額から仕

入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。

（５）その他連結計算書類の作成のための重要な事項

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定に含めて計上しております。

（会計方針の変更に関する注記）

（「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以

下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準

適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会

計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、この会計方針の変更による連結計算

書類への影響はありません。

（表示方法の変更に関する注記）

（連結損益計算書）

前連結会計年度において「営業外費用」の「その他」に含めておりました「自己株式取得費用」

（前連結会計年度915千円) については、金額的重要性が高まったため、当連結会計年度においては区

分掲記しております。

（会計上の見積りに関する注記）

（繰延税金資産の回収可能性）

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 119,964千円

同一の納税主体に係る繰延税金資産と繰延税金負債は相殺表示しております。

２．その他見積りの内容に関する理解に資する情報

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得等に基づいて繰延税金資産の回収可能性を判断

する際に、企業会計基準適用指針第26号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」第16

項から第32項に従って、要件に基づき企業を分類し、当該分類に応じて、回収が見込まれる繰

延税金資産の計上額を決定しております。

当社は、過去（３年）及び当期の全ての連結会計年度において、臨時的な原因により生じた

ものを除いた課税所得が安定的に生じており、かつ、当連結会計年度末において近い将来に経

営環境に著しい変化が見込まれないこと等から、スケジューリングされた一時差異による繰延

税金資産を全額回収可能と見積もっております。
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(2) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

上記の判断を行うにあたって、当社の売上は、安定した完全サブスクリプションモデル（完

全ストック型ビジネス）を主としており、月額課金案件の受注獲得を推し進めているため、「当

連結会計年度末において近い将来に経営環境に著しい変化が見込まれない」という仮定を置い

ており、当該仮定が主要な仮定に該当します。

連結子会社は、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異のうち、将来課税所得を減算でき

る可能性が高いものに限り繰延税金資産を認識しております。

なお、ウクライナや中東などにおける国際情勢緊迫化に加え、国内外におけるインフレや各

国での政策金利引き上げ及び大幅な為替変動などの影響についても、当社グループの会計上の

見積りに与える影響は軽微であるとの仮定を置いております。

(3) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

当該仮定に変化が生じた場合には、上記の会社分類に影響を及ぼすことを通じて、繰延税金

資産の回収可能額の見積りが減少し、その結果、当期純利益にマイナスの影響を生じる可能性

があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 305,397千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

当連結会計年度

期首株式数(株)

当連結会計年度

増加株式数(株)

当連結会計年度

減少株式数(株)

当連結会計年度末

株式数(株)

普通株式 6,751,000 ― ― 6,751,000

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度

期首株式数(株)

当連結会計年度

増加株式数(株)

当連結会計年度

減少株式数(株)

当連結会計年度末

株式数(株)

普通株式 124,696 43,317 22,000 146,013

（変動事由の概要）

自己株式の普通株式の増加43,317株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得43,200株、単元

未満株式の買取117株による増加であります。

自己株式の普通株式の減少22,000株は、新株予約権の行使による減少であります。

３．当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項（権利行使期間が到来していないものを

除く。）

第４回新株予約権 第５回新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

目的となる株式数 32,000株 9,000株
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、自己資金の活用が基本となりますが、必要に応じて主に金融機関からの借

入により調達しております。なお、資金運用については安全性を重視し、短期的な預金等の金

融資産で運用しております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、販売管理規程に従い取

引先ごとの期日管理及び残高管理を行うことにより、財務状況等の悪化等による債権回収懸念

の早期把握やその軽減を図っております。

投資有価証券は、主に外貨建MMFであり、為替の変動リスクに晒されているため、定期的に

時価を把握し、見直しを行っております。また、非上場株式等は発行体の信用リスクに晒され

ているため、定期的に発行体の財務状況等を把握しております。

敷金及び保証金は、差入先の信用リスクに晒されておりますが、賃貸借契約締結に際し差入

先の信用状況を把握しております。

営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、営業債務については、月

次で資金繰表を作成するなどの方法により、流動性リスクを管理しております。

長期借入金は、運転資金及び設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、資金調達

に係る金利リスク及び流動性リスクに晒されております。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

2023年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。

連結貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1)投資有価証券 139,206 139,206 ―

(2)敷金及び保証金 333,594 295,519 △38,074

資産計 472,801 434,726 △38,074

(1)長期借入金

(一年内返済予定含む)
45,000 44,981 △18

負債計 45,000 44,981 △18

（注１）「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」については、現金であること、及び短期間で決済され

るため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（注２）市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連

結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 0
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（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内

(千円)

１年超

５年以内

(千円)

５年超

10年以内

(千円)

10年超

(千円)

現金及び預金 1,480,335 ― ― ―

売掛金 1,012,868 ― ― ―

敷金及び保証金 98 274 99,540 233,680

合計 2,493,301 274 99,540 233,680

（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内

(千円)

１年超

２年以内

(千円)

２年超

３年以内

(千円)

３年超

４年以内

(千円)

４年超

５年以内

(千円)

５年超

(千円)

長期借入金 45,000 ― ― ― ― ―

合計 45,000 ― ― ― ― ―

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価

の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類し

ております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(単位：千円)

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

外貨建MMF ― 139,206 ― 139,206

資産計 ― 139,206 ― 139,206
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②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(単位：千円)

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 ― 295,519 ― 295,519

資産計 ― 295,519 ― 295,519

長期借入金(一年内返済予定含む) ― 44,981 ― 44,981

負債計 ― 44,981 ― 44,981

※時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

外貨建MMFは取引先金融機関から提示された価格等に基づき評価しており、レベル２の時価に分

類しております。

敷金及び保証金

将来キャッシュ・フローを国債利回り等適切な指標で割り引いた現在価値により算定しており、

レベル２の時価に分類しております。

長期借入金(一年内返済予定含む)

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率を割り引いた現在価値により

算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（収益認識に関する注記）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

データコントロール事業

サブスクリプション・リカーリング 3,102,340

その他 138,199

顧客との契約から生じる収益 3,240,539

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 3,240,539

(注) １．サブスクリプション・リカーリングには、主にシステムマネジメント及びライセンスなど
の月額課金サービスが含まれます。

２．その他には、主に顧客サーバ自動構築や「puzzle」導入・設定等に係る初期費用などが含
まれます。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類作成のための

基本となる重要な事項に関する注記等 ２．会計方針に関する事項 (４)重要な収益及び費用の計

上基準」に記載のとおりであります。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並び

に当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込ま

れる収益の金額及び時期に関する情報

①契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

当連結会計年度

（自 2023年１月１日

至 2023年12月31日）

顧客との契約から生じた債権（期首残高）

売掛金
834,503

顧客との契約から生じた債権（期末残高）

売掛金
1,012,868

契約負債（期首残高）

前受収益
16,929

契約負債（期末残高）

前受収益
17,756

契約負債は、主にシステムマネジメントサービス、ライセンス提供などにおける月額賦課金サー

ビスに係る顧客からの前受収益に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩さ

れます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、

15,390千円であります。

当連結会計年度において、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識した収

益に重要な金額はありません。

②残存履行義務に配分した取引額

当連結会計年度末時点における残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が

見込まれる期間は以下のとおりであります。

（単位：千円）

当連結会計年度

（2023年12月31日）

１年以内

１年超

61,560

15,390

合計 76,950

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 381円20銭

２．１株当たり当期純利益 69円36銭
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（重要な後発事象に関する注記）

（業績条件付株式報酬制度（パフォーマンス・シェア・ユニット）の導入）

当社は、2024年２月６日開催の取締役会において、当社の取締役（社外取締役及び監査等委員

である取締役を除きます。以下「対象取締役」といいます）並びに当社及び当社子会社（総称し

て、以下「当社グループ」といいます）の従業員（以下「対象従業員」といいます）に対する、

当社保有の自己株式の活用を前提とし、業績進捗に応じた２段階の業績条件を設定した業績条件

付株式報酬制度（パフォーマンス・シェア・ユニット。以下「本制度」といいます）の導入を決

議しました。

１．本制度の導入目的

本制度は、下記２．（３）の業績条件の一方又は双方を達成した場合に限り、当社普通株式の

割当て及び金銭の支給を実施する制度であり、今後の当社事業の成長をより強固に推進するた

め、対象取締役及び対象従業員に対し、報酬と会社業績との連動性をより明確にし、業績達成に

よる中長期的な企業価値向上に向けたインセンティブを与えるとともに、株価上昇への貢献意欲

を一層高めることを目的として、業績進捗に応じた２段階の業績条件を設定したものです。ま

た、本制度に基づく株式の割当ては、当社が保有する自己株式の処分の方法によるものであり、

新株発行の方法は採用いたしません。

２．本制度の概要

本制度は、中長期インセンティブとして、株主との一層の価値共有を主眼に、2024年12月31日

で終了する事業年度から2028年12月31日で終了する事業年度までを業績評価期間（以下「対象期

間」といいます。）とし、対象期間における下記（３）の業績条件の一方又は双方を達成した場

合のみ、当社普通株式の割当て及び当該割当てに伴って生じる所得税額相当の金銭を支給する業

績条件付の株式報酬制度です。なお、本制度は業績条件を達成した場合に限り、株式の割当て及

び金銭の支給が実施されるものであるため、本制度の導入時点では、各対象取締役及び各対象従

業員に対して株式の割当て及び金銭の支給を実施するか否か、並びに割り当てる株式の数及び支

給する金銭の額はいずれも確定しておりません。また、業務執行から独立した立場にある社外取

締役及び監査等委員である取締役には、業績連動型報酬等の変動報酬は相応しくないため、本制

度の対象外としています。

（１）株式の割当て及び金銭の支給方法

当社は、対象期間の最初の事業年度中に、対象取締役に対して、対象期間内における株式の割

当て及び金銭の支給条件を提示します。そして、当社は、下記（３）の業績条件の一方又は双方

が達成された場合に限り、対象取締役の役位に応じた金額基準、業績条件達成度、在任期間及び

役位変更等を勘案して、本制度において支給される金銭報酬債権の額を決定します。ただし、当

社は、決定した金銭報酬債権の額のうち、70％に相当する額は金銭報酬債権のまま対象取締役へ

支給し、対象取締役は、当該金銭報酬債権の全部を当社に現物出資することで、当社普通株式の

割当てを受けることとし、残りの30％に相当する額は、株式の割当てに伴って生じる所得税額等

を考慮し、金銭で支給します。

同様に、当社は、対象従業員に対しても、対象期間の最初の事業年度中に、当該期間内におけ

る株式の割当て条件を提示し、下記（３）の業績条件の一方又は双方が達成された場合に限り、

当該株式割当て条件及び下記（４）の割当方法に従い、本制度において支給される金銭債権の額

を決定し、対象従業員に支給します。対象従業員は、当該金銭債権を当社に現物出資すること

で、当社普通株式の割当てを受けます。また、当該金銭債権の一部については、株式の割当てに

伴って生じる所得税額等を考慮し、金銭で支給する可能性があります。

なお、本制度に基づく株式の割当ては、当社が保有する自己株式の処分の方法によるものであ

り、新株発行の方法は採用いたしません。
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（２）本制度に係る金銭報酬債権の総額及び株式総数の上限

本制度に係る金銭報酬債権は、下記（３）の業績条件の一方又は双方を達成した場合に限り、

支給されるものです。対象期間中に業績条件の一方又は双方を達成した場合は、対象期間の終了

を待たずに支給されます。

本制度に関して対象取締役に支給される金銭報酬債権の総額は５事業年度で合計150百万円以

内とし、対象取締役が交付を受ける株式の総数は５事業年度で合計３万株以内とします。また、

本制度に関して対象従業員に支給される金銭債権の総額は５事業年度で合計150百万円以内とし、

対象従業員が交付を受ける株式の総数は５事業年度で合計３万株以内とします。（注１）

（注１） ただし、本株主総会において本制度に関する議案が承認可決された日以降、当社の発行

済株式総数が、株式併合又は株式分割（株式無償割当てを含みます）によって増減した

場合には、対象取締役及び対象従業員が交付を受ける株式の総数は、その併合比率又は

分割比率に応じて調整します。

（３）対象期間における業績条件の設定

下記①又は②の２段階の業績条件を設定し、業績進捗及び業績条件の達成状況に応じて、本制

度に係る金銭報酬債権の額及び株式数を決定します。

① 2027年12月31日で終了する事業年度までに（注２）当社の営業利益が40億円を超過すること

（海外子会社含む連結ベース）

② 2028年12月31日で終了する事業年度までに（注３）当社の営業利益が110億円を超過すること

（海外子会社含む連結ベース）

ただし、会計基準の変更、法令諸規則の変更、当初予測し得なかった経済動向の変化等が生じ

た場合は、取締役会の決議により合理的な範囲で業績条件を修正できるものとします。

（注２） 2026年12月31日で終了する事業年度以前に達成の場合も業績条件を達成したものとしま

す。

（注３） 2027年12月31日で終了する事業年度以前に達成の場合も業績条件を達成したものとしま

す。

（４）対象従業員への割当方法等

上記（３）の業績条件の達成を前提としたうえで、対象従業員の業績条件達成への取り組み、

継続的な当社事業への貢献及び職務成果による人事査定等を考慮し、本制度に係る対象従業員へ

の割当方法等を決定します。なお、本制度導入後に入社する従業員についても、本制度の対象と

なります。

（５）１株当たりの払込金額

本制度において対象取締役及び対象従業員に割り当てられる当社株式１株当たりの払込金額

は、割当てを決定した取締役会開催日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株

式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎とし

て、当該普通株式を引き受ける対象取締役及び対象従業員に特に有利な金額とならない範囲にお

いて、当社取締役会が決定します。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2024年２月22日

JIG-SAW株式会社
取 締 役 会 御 中

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 本 多 茂 幸

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 川 幸 康

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、JIG-SAW株式会社の2023年１月１日から

2023年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、JIG-SAW株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの
整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
以 上
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貸 借 対 照 表
(2023年12月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 2,287,009 流 動 負 債 917,343

現 金 及 び 預 金 1,167,532 買 掛 金 545,691

売 掛 金 1,012,976 1年内返済予定の長期借入金 45,000

前 払 費 用 101,403 未 払 金 128,347

そ の 他 11,922 未 払 法 人 税 等 112,536

貸 倒 引 当 金 △6,826 そ の 他 85,767

固 定 資 産 1,048,675 負 債 合 計 917,343

有 形 固 定 資 産 197,990 （純資産の部）

建 物 140,825 株 主 資 本 2,324,489

工具、器具及び備品 57,165 資 本 金 351,107

無 形 固 定 資 産 36,624 資 本 剰 余 金 328,037

ソ フ ト ウ エ ア 3,870 資 本 準 備 金 328,037

商 標 権 6,315 利 益 剰 余 金 2,311,739

特 許 権 7,399 その他利益剰余金 2,311,739

そ の 他 19,038 繰 越 利 益 剰 余 金 2,311,739

投 資 そ の 他 の 資 産 814,060 自 己 株 式 △666,395

投 資 有 価 証 券 139,206 評価・換算差額等 21,677

関 係 会 社 株 式 193,964 その他有価証券評価差額金 21,677

敷 金 及 び 保 証 金 325,620 新 株 予 約 権 72,174

繰 延 税 金 資 産 116,916

そ の 他 54,944

貸 倒 引 当 金 △16,592 純 資 産 合 計 2,418,341

資 産 合 計 3,335,684 負債・純資産合計 3,335,684

※ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(自 2023年１月１日
至 2023年12月31日)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 3,227,874

売 上 原 価 1,004,742

売 上 総 利 益 2,223,132

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,639,778

営 業 利 益 583,354

営 業 外 収 益

受 取 利 息 34

受 取 配 当 金 6,030

受 取 手 数 料 29,779

そ の 他 374 36,219

営 業 外 費 用

支 払 利 息 123

自 己 株 式 取 得 費 用 891

為 替 差 損 4,235

そ の 他 23 5,274

経 常 利 益 614,299

税 引 前 当 期 純 利 益 614,299

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 188,199

法 人 税 等 調 整 額 △7,902 180,296

当 期 純 利 益 434,002

※ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(自 2023年１月１日
至 2023年12月31日)

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 351,107 328,037 ― 328,037 1,972,456 1,972,456

当期変動額

当期純利益 434,002 434,002

自己株式の取得

自己株式の処分 △94,719 △94,719

自己株式処分差損の

振替
94,719 94,719 △94,719 △94,719

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

当期変動額合計 ― ― ― ― 339,283 339,283

当期末残高 351,107 328,037 ― 328,037 2,311,739 2,311,739

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △566,158 2,085,443 15,647 15,647 44,611 2,145,703

当期変動額

当期純利益 434,002 434,002

自己株式の取得 △200,457 △200,457 △200,457

自己株式の処分 100,219 5,500 5,500

自己株式処分差損の

振替
― ―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

6,029 6,029 27,563 33,592

当期変動額合計 △100,237 239,045 6,029 6,029 27,563 272,638

当期末残高 △666,395 2,324,489 21,677 21,677 72,174 2,418,341

※ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

※記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

定率法によっております。

ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備につ

いては、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物：６～18年

工具、器具及び備品：２～15年

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可

能見込期間（５年以内）による定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する時点は以下のとおりであり

ます。

（システムマネジメントサービス及びライセンス提供などにおける月額課金サービス）

システムマネジメントサービス、ライセンス提供などにおける月額賦課金サービス（サブスク

リプション・リカーリングモデル）については、顧客との契約に基づき契約期間にわたり役務提

供義務を負っており、これらに関する業務を履行義務と識別しております。契約期間中、常に財

又はサービスが利用可能であり、当該履行義務が時の経過にわたり充足されるため、契約期間に

応じて均等按分し、収益を認識しております。

収益を認識する金額は、顧客との契約において約束した財又はサービスと交換に権利を得ると

見込んでいる対価を反映した金額としています。取引の対価は、主に受注時から履行義務を充足

するまでの期間における前受金の受領又は履行義務の充足時点から概ね２か月以内に受領してお

り、重要な金融要素は含んでおりません。また、重要な変動対価はありません。

一部の取引について、顧客との約束が財又はサービスを他の当事者によって提供されるように

手配する履行義務である場合には、代理人取引として、顧客から受け取る対価の総額から仕入先

に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。
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（会計方針の変更に関する注記）

（「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以

下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用

指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方

針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、この会計方針の変更による計算書類への

影響はありません。

（表示方法の変更に関する注記）

（損益計算書）

前事業年度において「営業外費用」の「その他」に含めておりました「自己株式取得費用」（前事

業年度915千円) については、金額的重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記してお

ります。

（会計上の見積りに関する注記）

(繰延税金資産の回収可能性)

１．当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 116,916千円

繰延税金資産と繰延税金負債は相殺表示しております。

２．その他見積りの内容に関する理解に資する情報

連結注記表（会計上の見積りに関する注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略し

ております。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 243,053千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 990千円

短期金銭債務 36,292千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 571千円

業務委託費 288,136千円

営業取引以外の取引による取引高

受取手数料 10,086千円

受取利息 23千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 事 業 年 度

期首株式数(株)

当 事 業 年 度

増加株式数(株)

当 事 業 年 度

減少株式数(株)

当事業年度末

株 式 数 ( 株 )

普通株式 124,696 43,317 22,000 146,013

（変動事由の概要）

自己株式の普通株式の増加43,317株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得43,200株、単元

未満株式の買取117株による増加であります。

自己株式の普通株式の減少22,000株は、新株予約権の行使による減少であります。

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

未払事業税 9,190千円

貸倒引当金 6,958千円

未払賞与 3,193千円

子会社株式評価損 22,110千円

投資有価証券評価損 23,242千円

ソフトウエア 147,198千円

株式報酬費用 21,951千円

資産除去債務 9,027千円

その他 1,654千円

繰延税金資産小計 244,528千円

評価性引当額 118,137千円

繰延税金資産合計 126,390千円

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 9,474千円

繰延税金負債合計 9,474千円

繰延税金資産の純額 116,916千円

（収益認識に関する注記）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について「連結注記表 収益認識に

関する注記」へ記載した内容と同一であります。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 355円21銭

２．１株当たり当期純利益 65円49銭

（重要な後発事象に関する注記）

（業績条件付株式報酬制度（パフォーマンス・シェア・ユニット）の導入）

当社は、2024年２月６日開催の取締役会において、当社の取締役（社外取締役及び監査等委員

である取締役を除きます）並びに当社及び当社子会社の従業員に対する、当社保有の自己株式の

活用を前提とし、業績進捗に応じた２段階の業績条件を設定した業績条件付株式報酬制度（パフ

ォーマンス・シェア・ユニット）の導入を決議しました。なお、詳細につきましては、連結注記

表（重要な後発事象に関する注記）に記載のとおりであります。
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2024年２月22日

JIG-SAW株式会社
取 締 役 会 御 中

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 本 多 茂 幸

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 川 幸 康

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、JIG-SAW株式会社の2023年１月１日

から2023年12月31日までの第23期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について
監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの
整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告書

監査報告書

当監査等委員会は、2023年１月１日から2023年12月31日までの第23期事業年度における取締役の

職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の

内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人

等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携のう

え、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状

況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役と意思疎通及び情報の交

換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（令和３年

11月16日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたし

ました。

２．監査の結果

（1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき

事項は認められません。

（2） 連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3） 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年２月22日
JIG-SAW株式会社 監査等委員会

監査等委員（社外取締役・常勤） 茂 呂 眞 印

監査等委員（社外取締役） 山 本 明 彦 印

監査等委員（社外取締役） 美 澤 臣 一 印

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 監査等委員でない取締役３名選任の件

現在の監査等委員でない取締役（３名）は、本株主総会終結の時をもって任期満

了となりますので、監査等委員でない取締役３名の選任をお願いするものでありま

す。なお、監査等委員会における検討の結果、本議案に関する特段の指摘事項はあ

りません。

監査等委員でない取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式数

１ 山
や ま か わ

川 真
ま す な る

考
（1967年２月１日生）

1989年４月 ㈱リクルート 入社

925,000株

2000年４月 トランス・コスモス㈱ 入社

2002年６月 同社 取締役

2005年５月 アイピー・テレコム㈱（現 当社） 取締役

2008年９月 当社 代表取締役社長（現任）

取締役候補者とした理由

山川真考氏は、経営者としての豊富な知識と経験を有し、2008年に当社代表取締役に就任以後、広

い視野と先見性をもって当社グループの経営を強力に牽引しており、当社の成長に貢献していると判

断したため、引き続き取締役候補者といたしました。

２ 鈴
す ず き

木 博
ひ ろ み ち

道
（1983年８月20日生）

2006年４月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査法人トー

マツ） 入所

49,000株

2009年８月 公認会計士登録

2012年８月 当社 入社

2012年11月 当社 経営管理ユニット長

2013年７月 当社 取締役 経営管理ユニット長

2015年９月 当社 取締役 コーポレート担当（現任）

取締役候補者とした理由

鈴木博道氏は、財務・会計、人事、法務及び総務における豊富な知識と経験を有し、2015年に当社

取締役に就任以後、当社コーポレート部門の強化に貢献していると判断したため、引き続き取締役候

補者といたしました。

３ 志
し が

賀 太
た い せ い

生
（1973年７月９日生）

1998年４月 ㈱エスイーシー 入社

35,000株

2004年４月 アイピー・テレコム㈱（現 当社） 入社

2006年５月 アイピー・テレコム㈱ 取締役

2008年９月 当社 取締役

2015年９月 当社 取締役 データコントロール・研究開発担

当（現任）

取締役候補者とした理由

志賀太生氏は、研究開発部門、技術部門における豊富な知識と経験を有し、2008年に当社取締役に

就任後、当社研究、テクノロジーの発展に貢献していると判断したため、引き続き取締役候補者とい

たしました。
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（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役員の地位に基づき行った行
為（不作為を含む）に起因して、株主や第三者などから損害賠償請求がなされた場合、被
保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が補填されることになります。被保険者である当該
役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにするために、補填する金額について限度
額を設定し、被保険者による故意の法令違反行為などに起因する損害等は、補填の対象外
としております。保険料は、全額当社負担とし、１年毎に契約を更新しております。本議
案の取締役候補者は全て当該保険契約の被保険者となっており、また、各取締役候補者が
取締役に選任され就任した場合、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
なお、次回更新時には、現在と同内容での役員等賠償責任保険契約の更新を予定しており
ます。
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第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

現在の監査等委員である取締役（３名）は、本株主総会終結の時をもって任期満

了となりますので、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものでありま

す。

なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式数

１ 茂
も ろ

呂 眞
まこと

（1961年３月４日生）

1983年４月 東武鉄道㈱ 入社

1,400株

1985年９月 第二電電㈱（現 ＫＤＤＩ㈱） 入社

1997年４月 トランス・コスモス㈱ 入社 企画管理部長

1998年６月 同社 取締役 社長室長

2003年10月 ㈱ナガセ 入社 情報システム部長

2008年７月 同社 上級執行役員 こども英語塾本部長兼情報シ

ステム部長

2014年３月 当社 常勤監査役

2014年10月 ㈱メディアシーク 社外監査役

2016年３月 当社 取締役 監査等委員（現任）

2016年５月 協立情報通信㈱ 社外監査役（現任）

2020年４月 一般社団法人Cirkit-J 代表理事・理事長（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

茂呂眞氏は、戦略的投資や事業開発等の経験及び財務会計に関する高い知見があることから、今後

も当社の経営に対して客観的な監査・監督を行っていただくことが期待できると判断したため、引き

続き監査等委員である社外取締役候補者といたしました。同氏は、現在当社の監査等委員である社外

取締役でありますが、その在任期間は、本株主総会終結の時をもって８年となります。

２ 山
や ま も と

本 明
あ き ひ こ

彦
（1958年１月10日生）

1980年４月 ㈱北海道銀行 入行

5,000株

1999年８月 同行 旭ヶ丘支店支店長

2000年７月 ㈱ソフトフロント 入社

2001年10月 同社 取締役

2005年９月 山本コンサルティングオフィス 代表（現任）

2006年12月 アイピー・テレコム㈱（現 当社） 監査役

2013年５月 ㈱サッポロドラッグストアー（現 サツドラホー

ルディングス㈱） 社外監査役

2016年３月 当社 取締役 監査等委員（現任）

2020年８月 サツドラホールディングス㈱ 社外取締役 監査

等委員（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

山本明彦氏は、金融・財務及び情報管理の豊富な経験及び企業経営に関する知見を当社監査に活か

していただくことが期待できると判断したため、引き続き監査等委員である社外取締役候補者といた

しました。同氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役でありますが、その在任期間は、本株主

総会終結の時をもって８年となります。
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候補者
番 号

氏
ふ り が な

名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式数

３ 美
み さ わ

澤 臣
し ん い ち

一
（1960年６月22日生）

1984年４月 西武建設㈱ 入社

14,500株

1989年４月 大和証券㈱（現 ㈱大和証券グループ本社） 入社

1997年７月 ディー・ブレイン証券㈱設立 代表取締役社長

1999年７月 トランス・コスモス㈱ 入社

事業企画開発本部 副本部長

2002年10月 同社 専務取締役

2004年４月 同社 専務取締役CFO（最高財務責任者）

2006年５月 コ・クリエーションパートナーズ㈱

代表取締役（現任）

2008年９月 ㈱マクロミル 社外取締役

2009年７月 ㈱フロンティアインターナショナル 社外監査役

（現任）

2011年７月 ㈱ザッパラス 社外取締役

2013年６月 ミナトエレクトロニクス㈱（現 ミナトホールデ

ィングス㈱） 社外監査役

2014年３月 当社 監査役

2015年６月 Kudan㈱ 社外取締役

2016年３月 当社 取締役 監査等委員（現任）

2019年12月 ㈱ワンキャリア 社外監査役

2020年６月 Kudan㈱ 社外取締役 監査等委員（現任）

2022年３月 ㈱ワンキャリア 社外取締役 監査等委員（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

美澤臣一氏は、証券・財務の豊富な経験及び企業経営に関する知見を当社監査に活かしていただく

ことが期待できると判断したため、引き続き監査等委員である社外取締役候補者といたしました。同

氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役でありますが、その在任期間は、本株主総会終結の時

をもって８年となります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．茂呂眞氏、山本明彦氏及び美澤臣一氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社

外取締役候補者であります。
３．当社は、茂呂眞氏、山本明彦氏及び美澤臣一氏を、東京証券取引所が規定する独立役員と

して届け出ております。各氏が再任された場合、当社は、引き続き、各氏を独立役員とす
る予定であります。

４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間
で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役員の地位に基づき行った行
為（不作為を含む）に起因して、株主や第三者などから損害賠償請求がなされた場合、被
保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が補填されることになります。被保険者である当該
役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにするために、補填する金額について限度
額を設定し、被保険者による故意の法令違反行為などに起因する損害等は、補填の対象外
としております。保険料は、全額当社負担とし、１年毎に契約を更新しております。本議
案の取締役候補者は全て当該保険契約の被保険者となっており、また、各取締役候補者が
取締役に選任され就任した場合、当該保険契約の被保険者に含められることになります。
なお、次回更新時には、現在と同内容での役員等賠償責任保険契約の更新を予定しており
ます。
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第３号議案 会計監査人選任の件

当社の会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人は、本株主総会終結の時をも

って任期満了により退任されますので、新たに会計監査人の選任をお願いするもの

であります。

なお、本議案に関しましては、監査等委員会の決定に基づいております。

また、監査等委員会が有限責任あずさ監査法人を会計監査人の候補者とした理由

は、現会計監査人の監査継続年数が長期にわたっていることを踏まえ、現会計監査

人を含む複数の監査法人を比較検討し、今後の当社グループの国内外での事業拡大

や当社グループを取り巻く環境の変化に対応し事業実態を踏まえた監査が期待でき

ることや、会計監査人として要求される専門性、独立性、品質管理体制等を総合的

に勘案した結果、当社の会計監査人として適任であると判断したものであります。

会計監査人候補者は、次のとおりであります。
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（2023年６月30日現在）

名称 有限責任 あずさ監査法人

主たる事務所の
所在地

東京都新宿区津久戸町１番２号

資本金 3,000百万円

監査証明業務 3,423社

構成人員

公認会計士 2,943名

会計士試験合格者 1,357名

監査補助員 1,690名

その他の職員 745名

合計 6,735名

沿革

1969年７月 監査法人朝日会計社 設立

1985年７月
監査法人朝日会計社と新和監査法人（1974年
12月設立）が合併し、監査法人朝日新和会計
社発足

1993年10月
監査法人朝日新和会計社と井上斎藤英和監査
法人（1978年４月設立）が合併し、朝日監査
法人発足

2004年１月
朝日監査法人とあずさ監査法人（2003年２月
設立）が合併し、あずさ監査法人発足

2010年７月
有限責任監査法人に移行し、法人名を「有限
責任 あずさ監査法人」に変更
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第４号議案 取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く）に対する業績

条件付株式報酬制度の導入及び同制度導入に係る報酬決定の件

当社は、今後の事業成長をより強固に推進するため、取締役報酬と会社業績との

連動性をより明確にし、業績達成による中長期的な企業価値向上に向けたインセン

ティブを与えるとともに、株価上昇への貢献意欲を一層高めることを目的として、

業績進捗に応じた２段階の業績条件を設定した業績条件付株式報酬制度（パフォー

マンス・シェア・ユニット。以下「本制度」といいます）を導入したいと存じます。

当社の取締役の報酬等の額は、取締役（監査等委員である取締役を除きます）に

対する金銭報酬について、2016年３月29日開催の第15期定時株主総会において、年

額120百万円以内（うち社外取締役は年額20百万円以内。ただし、使用人兼務取締役

の使用人分給与を含まず、以下「本金銭報酬枠」といいます）とご承認いただいて

おります。

本制度は、2024年12月31日で終了する事業年度から2028年12月31日で終了する事

業年度までを業績評価期間（以下「対象期間」といいます）とし、対象期間におけ

る下記（３）の業績条件の一方又は双方を達成した時にのみ、取締役（社外取締役

及び監査等委員である取締役を除き、本議案において、以下「対象取締役」といい

ます）の役位に応じた金額基準、業績目標達成度、在任期間及び役位変更等を勘案

して、当社普通株式の割当て及び金銭の支給を実施するものであり、当該業績条件

のいずれも達成されない場合には一切の割当て及び支給は実施されません。なお、

本制度に基づく株式の割当ては、当社が保有する自己株式の処分の方法によるもの

であり、新株発行の方法は採用いたしません。

また、本制度に基づき対象取締役に対して支給される金銭報酬債権の総額を、本

金銭報酬枠とは別枠で、諸般の事情を総合的に勘案して上記目的に照らして相当と

考えられる金額として、対象期間である５事業年度で合計150百万円以内（ただし、

使用人兼務取締役の使用人分給与を含みません）と設定したいと存じます。加えて、

本制度に基づき対象取締役が交付を受ける当社株式の総数は、対象期間である５事

業年度で合計３万株以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含みません）

といたします。ただし、上記のとおり、当該金銭報酬債権は、下記（３）の業績条

件の一方又は双方を達成した時にのみ支給されるものです。また、本制度に基づく

各対象取締役への具体的な支給時期及び支給の内容については、本株主総会決議に

より委任を受けた当社取締役会において決定することといたします。

なお、現在の対象取締役は３名でありますが、第１号議案が原案どおり承認可決

されますと、対象取締役は引き続き３名となります。
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本制度の概要は以下のとおりです。

＜本制度の概要＞

本制度は、中長期インセンティブとして、株主との一層の価値共有を主眼に、対

象期間における下記（３）の業績条件の一方又は双方を達成した場合のみ、当社普

通株式の割当て及び当該割当てに伴って生じる所得税額相当の金銭を支給する業績

条件付の株式報酬制度です。なお、本制度は業績条件の達成時にのみ、株式の割当

て及び金銭の支給が実施されるものであるため、本制度の導入時点では、各対象取

締役に対して株式の割当て及び金銭の支給を実施するか否か、並びに割り当てる株

式の数及び支給する金銭の額はいずれも確定しておりません。

（１）株式の割当て及び金銭の支給方法

当社は、対象期間の最初の事業年度中に、対象取締役に対して、対象期間内にお

ける株式の割当て及び金銭の支給条件を提示します。そして、当社は、下記（３）

の業績条件の一方又は双方が達成された場合に限り、対象取締役の役位に応じた金

額基準、業績条件達成度、在任期間及び役位変更等を勘案して、本制度において支

給される金銭報酬債権の額を決定します。

ただし、当社は、決定した金銭報酬債権の額のうち、70％に相当する額は金銭報

酬債権のまま対象取締役へ支給し、対象取締役は、当該金銭報酬債権の全部を当社

に現物出資することで、当社普通株式の割当てを受けることとし、残りの30％に相

当する額は、株式の割当てに伴って生じる所得税額等を考慮し、金銭で支給します。

なお、本制度に基づく株式の割当ては、当社が保有する自己株式の処分の方法に

よるものであり、新株発行の方法は採用いたしません。

（２）本制度に係る金銭報酬債権の総額及び株式総数の上限

本制度に係る金銭報酬債権は、下記（３）の業績条件の一方又は双方を達成した

時にのみ支給されるものです。対象期間中に業績条件の一方又は双方を達成した場

合は、対象期間の終了を待たずに支給されます。

本制度に関して対象取締役に支給される金銭報酬債権の総額は、５事業年度で合

計150百万円以内とし、対象取締役が交付を受ける株式の総数は、５事業年度で合計

３万株以内とします（注１）。

（注１）ただし、本株主総会において本議案が承認可決された日以降、当社の発

行済株式総数が、株式併合又は株式分割（株式無償割当てを含みます）

によって増減した場合は、対象取締役が交付を受ける株式の総数は、そ

の併合比率又は分割比率に応じて調整します。
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（３）対象期間における業績条件の設定

下記①又は②の２段階の業績条件を設定し、業績進捗及び業績条件の達成状況に

応じて、本制度に係る金銭報酬債権の額及び株式数を決定します。

① 2027年12月31日で終了する事業年度までに（注２）当社の営業利益が40億円

を超過すること（海外子会社含む連結ベース）

② 2028年12月31日で終了する事業年度までに（注３）当社の営業利益が110億円

を超過すること（海外子会社含む連結ベース）

ただし、会計基準の変更、法令諸規則の変更、当初予測し得なかった経済動向の

変化等が生じた場合は、取締役会の決議により合理的な範囲で業績条件を修正でき

るものとします。

（注２）2026年12月31日で終了する事業年度以前に達成した場合も業績条件を達

成したものとします。

（注３）2027年12月31日で終了する事業年度以前に達成した場合も業績条件を達

成したものとします。

（４）１株当たりの払込金額

本制度において対象取締役に割り当てられる当社株式１株当たりの払込金額は、

割当てを決定した取締役会開催日の前営業日における東京証券取引所における当社

の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日

の終値）を基礎として、当該普通株式を引き受ける対象取締役に特に有利な金額と

ならない範囲において、当社取締役会が決定します。

（５）その他の株式の割当て及び金銭の支給条件

上記（３）の業績条件に加え、以下の各要件を満たした場合に、各対象取締役に

対して株式の割当て及び金銭を支給するものとします。

① 株式の割当て時点において対象取締役の地位にあること（注４）

② 当社の取締役会で定める一定の非違行為がないこと（注５）

③ その他本制度の趣旨を達成するために必要なものとして当社取締役会が定める

要件を充足すること

（注４）本制度に基づく株式の割当て及び金銭の支給は、当該株式の割当て時点

において対象取締役の地位にあることを条件とし、当該時点より前に対

象取締役が任期満了により退任し、辞任し若しくは解任され又は死亡し

た場合には、本制度に基づく株式の割当て又は金銭の支給は行われませ

ん。ただし、対象期間中、又は対象期間終了後、本制度に基づく株式の

割当て時点より前に、途中就任又は役職変更等が生じた場合には、当社

取締役会において、本制度に基づき当該対象取締役に交付する普通株式

の数又は金銭の額を合理的に調整し、付与することとします。
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（注５）本制度に基づく株式の割当て及び金銭の支給後、対象取締役に当社の取

締役会で定める一定の非違行為があったことが明らかになった場合に

は、当該取締役は割当て及び支給を受けた株式及び金銭の全部又は一部

を当社に対し返還するものとします。また、事後的に業績条件の不達成

の事実が明らかになった場合も同様とします。

（６）組織再編等における取扱い

対象期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、完全子会社となる株式交換契約

又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当

該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては当社の

取締役会）で承認された場合（ただし、当該組織再編等の効力発生日が本制度に基

づく株式交付の日より前に到来することが予定されているときに限ります）におい

て、当該承認の時点で業績条件の一方又は双方を達成していた場合には、当該承認

時点において決定した金銭報酬債権の額の全額を金銭で支給することとします。

[本議案に基づく報酬を相当とする理由]

本議案に基づく報酬は、対象取締役の報酬と会社業績との連動性をより明確にし、

業績達成による中長期的な企業価値向上に向けたインセンティブを与えるとともに、

株価上昇への貢献意欲を一層高めることという目的を有し、招集ご通知（電子提供

措置事項）12～13頁にその概要を記載している当社の取締役の個人別の報酬等の内

容に係る決定方針にも整合しております（なお、本議案をご承認いただいた場合、

当該決定方針のうち本議案に関係する事項はご承認いただいた内容と整合するよう

に変更されますが、それ以外に変更は予定されておりません）。

また、本制度に基づき対象取締役が交付を受ける当社株式の総数は、５事業年度

で合計３万株であり、2023年12月31日現在の発行済株式総数（自己株式数を含みま

す）に占める割合は0.44％と、本制度に基づく希薄化は軽微であるため、本議案の

内容は相当なものであると判断しております。なお、監査等委員会における検討の

結果、本議案に関する特段の指摘事項はありません。
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[ご参考]

2024年２月６日付で公表いたしました「業績条件付株式報酬制度（パフォーマン

ス・シェア・ユニット）の導入に関するお知らせ」に記載のとおり、当社は、当社

及び当社子会社の従業員（以下「対象従業員」といいます）に対しても、本制度と

同様の業績条件付株式報酬制度を導入いたします。なお、対象従業員に対する株式

の割当てについても、当社が保有する自己株式の処分の方法によるものであり、新

株発行の方法は採用いたしません。

以上
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〈メ モ 欄〉
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ＪＲ札幌駅

ＪＲタワーホテル日航札幌

大丸

札幌ステラプレイス

南口

ビックカメラ

東急

北海道
銀行

みずほ
銀行

日本生命
ビル

北洋
銀行

南
北
線
　
さ
っ
ぽ
ろ
駅

東
豊
線
　
さ
っ
ぽ
ろ
駅

株主総会会場ご案内図

会場：札幌市中央区北５条西２丁目５番地

ＪＲタワーホテル日航札幌

36階スカイバンケットルーム「たいよう」

ＪＲ札幌駅 東改札南口より徒歩３分

地下鉄東豊線 さっぽろ駅北改札口より徒歩３分

南北線 さっぽろ駅北改札口より徒歩５分

※駐車場の用意がございませんので、公共の交通機関をご利用くださいますようお願い申しあげます。
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